
 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響で事業収入が減少している中小事業者等の令和３年

度分の償却資産および事業用家屋にかかる固定資産税及び都市計画税を軽減します。 

１ 対象者 

 ●法人 

・資本金の額または出資金の額が 1億円以下（大企業の子会社等を除く） 

・資本または出資を有しない法人の場合は常時使用する従業員の数が 1000人以下 

●個人 

・常時使用する従業員の数が 1000人以下 

※法人・個人ともに、性風俗関連特殊営業を除く 

２ 特例による軽減割合 

令和２年２月から１０月までの任意の連続する３か月

間の事業収入を前年の同期間における事業収入と比較

した際の減少割合 

特例により軽減される割合 

５０％以上減少 全 額 

３０％以上５０％未満減少 ２分の１ 

※複数の事業を行っている場合は、すべての事業を合算した収入で比較します 

３ 対象となる資産 

妙高市内にある償却資産と事業用家屋（※） 

（※）1棟の家屋で複数の用途がある場合は、事業の用に供している部分のみ 

４ 申告の手続きの流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

ア 中小事業者等は、認定経営革新等支援機関等（※）に特例申告書及び添付書類を提出し、

特例措置の要件（事業所要件、減収割合、家屋の事業割合）についての確認を受けます。 

イ 認定経営革新等支援機関等の確認を受けた特例申告書及び添付書類を令和３年２月１日

（月）までに市民税務課へご提出ください。 

※認定支援等革新支援機関等とは、税理士、公認会計士や商工会議所、商工会、金融機関等 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う 

令和３年度固定資産税等の特例（軽減）申告受付 

妙高市 
 イ  

 ア   ②確認書交付   ①確認依頼  



 

５ 認定経営革新等支援機関等及び、市に提出するもの 

①特例申告書（原本） 

認定経営革新等支援機関等に提出するものは、認定経営革新等支援機関等の確認印が空白。 

市に提出するものは、認定経営革新等支援機関等の確認印が押されたもの。 

②収入減を証する書類（写し） 

 会計帳簿や青色申告決算書の写しなど 

③特例対象家屋の事業用割合を示す書類（写し） 

 青色申告決算書、法人税申告における別表十六など 

 

（注意事項） 

・申告書の特例対象資産一覧に記載する家屋の所在・家屋番号・家屋種類・床面積は、令和 2

年 4月 1日にお送りしている「令和 2年度固定資産課税資産明細書」でご確認ください。 

・令和 2年度固定資産課税資産明細書がない場合、市役所または支所で名寄帳を閲覧し、ご確

認ください。 

・収入減を証する書類（上記②）、特例対象家屋の事業用割合を示す書類（上記③）については、

認定経営革新等支援機関等に提出した書類と同じものをご提出ください。 

 

６ 申告書様式 

妙高市ホームページからダウンロードするか、妙高市役所または各支所の窓口でお渡しして

います。 

 

７ 提出期限 

令和３年２月１日（月）までに、窓口または郵送で、市役所市民税務課へご提出ください。 

 妙高高原支所、妙高支所でも受付します。 

（注意事項） 

・償却資産があるかたは固定資産税の令和 3年度償却資産申告書と同時にご提出ください。 

・令和 3年度の固定資産税及び都市計画税は、令和 3年 1月 1日が賦課期日のため、令和 2年

12月末までに資産の異動がある場合は、令和 3年 1月 4日以降に提出をお願いします。 

 

８ 問い合わせ 

●中小企業庁「中小企業 固定資産税等の軽減相談窓口」 

電話０５７０－０７７３２２（月～金 9時 30分～17時 ※土日・祝日除く） 

 

●妙高市役所 市民税務課 資産税係 

電話０２５５－７４－００１２（月～金 8時 30分～17時 15分 ※土日・祝日除く） 

 


